
○第８期計画介護給付費進捗管理表（令和３年度）

介護予防サービス

計画値 実績値 計画値との差 参考（R2実績値） 差異について考えられる要因等

人数/月 0 1 1 0

回数/月 0 2 2 0

給付費 0 213,478 213,478 0

人数/月 63 61 △ 2 63

回数/月 614 460 △ 154 552

給付費 26,828,000 20,661,586 △ 6,166,414 23,613,680

人数/月 23 22 △ 1 20

回数/月 307 290 △ 17 259

給付費 11,209,000 10,316,591 △ 892,409 9,394,231

人数/月 59 69 10 57

給付費 7,607,000 8,747,314 1,140,314 7,010,612

人数/月 98 106 8 96

給付費 40,631,000 44,510,483 3,879,483 39,660,160

人数/月 8 2 △ 6 3

日数/月 52 10 △ 42 12

給付費 3,550,000 786,599 △ 2,763,401 921,728

人数/月 2 0.1 △ 2 0.3

日数/月 5 0 △ 5 3

給付費 435,000 31,224 △ 403,776 267,074

人数/月 326 329 3 317

給付費 26,369,000 26,732,606 363,606 25,349,446

人数/月 9 8 △ 1 8

給付費 2,782,000 2,064,845 △ 717,155 2,254,774

人数/月 10 11 1 11

給付費 14,000,000 14,071,412 71,412 15,018,721

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入

介護予防住宅改修

介護予防短期入所生活介護

過去数年間利用実績がなかったため、計画上は位置づけ
ていなかったが、1名の新たな利用者が発生した。

利用者数については、ほぼ計画値どおりであるが、コロナ
ウイルスの影響等により、1人あたりの回数は大幅に減少し
ている。必要最低限のサービスのみの利用となったと考え
られる。

利用者数については、ほぼ計画値どおりであるが、コロナ
ウイルスの影響等により、1人あたりの回数は約5.5％の減
少となっている。介護予防訪問看護と同様に必要最低限の
サービスのみの利用となったと考えられる。

計画値より利用者、給付費ともに増加している。コロナウイ
ルスの影響による外出控え等により、薬の管理などを行う
当該サービスのニーズが増加傾向にあると考えられる。

通所リハビリは減少しているが、予防通所リハビリは増加
傾向にある。外出控えによるＡＤＬの低下等に伴い、利用者
が増えたと考えられる。

要支援者の短期入所利用は介護者のリフレッシュ目的や
外出目的によるものが多いため、コロナウイルス感染拡大
に伴う外出控え等による減少が顕著になったと考えられる。

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

要支援者の短期入所利用は介護者のリフレッシュ目的や
外出目的によるものが多いため、コロナウイルス感染拡大
に伴う外出控え等による減少が顕著になったと考えられる。

コロナウイルスの感染拡大に伴い在宅時間が増えたため、
福祉用具のニーズは増加傾向にあると考えられる。

ほぼ計画値どおりに推移。１人当たりの給付費はやや減少
傾向のため、単価の安い入浴補助用具等が多く給付された
と考えられる。

ほぼ計画値どおりに推移している。



人数/月 32 28 △ 4 30

給付費 28,592,000 24,416,698 △ 4,175,302 25,759,291

人数/月 436 442 6 429

給付費 25,189,000 25,873,380 684,380 24,483,365

人数/月 1 0 △ 1 1

回数/月 13 0 △ 13 4

給付費 1,054,000 0 △ 1,054,000 235,076

給付費合計 給付費 188,246,000 178,426,216 △ 9,819,784 173,968,158
コロナウイルスによる利用控えに伴い計画値より減少して
いるサービス以外はほぼ計画値どおりに推移しているもの
と考えられる。

介護予防認知症対応型
通所介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防支援
各サービスの利用は概ね減少傾向にあるが、外出控えに
よるＡＤＬの低下等により、新たにサービスを利用する者
は、増加傾向にあると考えられる。

これまで利用者は１人のみであったが、要介護度の見直し
により、認知症対応型通所介護へと移行したため、実績値
はゼロとなった。

新規開所施設については、介護専用型のため、介護予防
特定施設入居者生活介護は今後も大幅な利用者の増加・
減少は生じにくいと考えられる。


